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豊丘村長　吉 川 達 郎 

発刊にあたり 

　平成15年から始まります、豊丘村の第４次総合振興計画は、これか

らの村づくりの骨格となるもので、21世紀新時代の希望と夢を求めた

気持ちで出来上がりました。 

　計画の策定に当たりましては、村民2000人を超える皆様からの貴重

なご提言、ご意見を頂く中でまとまったものです。 

　今、地方の時代と叫ばれ都市と農山漁村が、それぞれの特徴を生か

しながら、ともに地方分権の名の下に、たくましく協力し合って地域

づくりをする時代を迎えております。 

　景気・財政の大きな好転は当分望めない時代の中で、この素晴らし

い恵まれた自然と共生し、お互いに思いやりの心と心が一つになって

「住みたくなる、住んでいて良かった」この故郷となることを切望し

て止みません。 

　今年中には、平成の市町村合併問題も、この地域としてある程度の

方向付けがされることになると思いますが、将来の方向を間違いのな

い、夢と希望が膨らむ、そしてどの方向に決まったとしても、決まっ

たその方向に地域一丸となって、協力し合うことが何より大切と思い

ます。 

　十年一昔とよく言われますが、今はスピード時代、事業内容につい

ては柔軟性をもって時には見直し、10年後にどのような故郷になって

いるのか本当に楽しみです。 

　最後に策定に携っていただいた、皆様方に心から感謝を申し上げま

すとともに、村民皆様方のご理解とお力添えを重ねてお願い申し上げ、

発刊のご挨拶と致します。 

平成15年３月 
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第１章　計画策定の趣旨
（1）計画の目的

　本村では、平成５年４月に「自然と人が共生するうるおいのある村づくり」

をむらの将来像とした「第３次豊丘村総合振興計画」を策定し、これをむら

づくりの指針として計画的に施策の展開を図り、村勢の発展、村民生活の向

上に努めてきました。

　しかし、この間、地球温暖化、オゾン層の破壊、ダイオキシン類をはじめ

とする有害物質による汚染などの環境問題の深刻化、少子高齢化の進行、あ

るいは情報化や国際化の進展、高速交通網の整備による交流圏や経済圏の拡

大など、私たちを取り巻く環境は、予想を上回るスピードで大きく変貌して

きています。加えて、地方分権の本格的な推進や介護保険制度の創設など自

治体行政をめぐる枠組みの変革も進められています。また、私たちの意識や

価値観も多様化してきており、これらの変化に迅速かつ的確に対応すること

が必要となっています。

　こうした時代の潮流に的確に対処し、村のさらなる発展と豊かな村民生活

の実現を図るため、豊丘村の優れた資質を生かし、村民とともに築く２１世紀

初頭のむらづくりの指針として「第４次豊丘村総合振興計画」を策定したも

のです。

■地球温暖化
産業活動等による二酸化炭
素の発生、森林伐採による
酸素供給能力の低下によっ
て地球上の熱が蓄積され地
球全体の温暖化が進むこと。
生態系など地球環境に危機
的なダメージを与えるとさ
れる。

■オゾン層の破壊
主にフロン等による人為的
な原因によって、成層圏や
オゾン層が破壊され、その
結果、太陽からの強い紫外
線が直接地上に降り注ぎ、
人間やその他の生態系にガ
ン等の病気、生育阻害等の
悪影響を与える現象。

■ダイオキシン類
塩化ビニール樹脂や塩化ビ
ニリデン樹脂など、塩素を
含む物質が、焼却過程など
で有機物と反応して発生す
る有毒な有機塩素系化合物
のこと。これらの物質の中
には、発がん性を高めるな
ど毒性の強いものがあるた
め、全国的に抜本的な低減
対策を講じることが急務に
なっており、近年、法改正
により規制の強化がなされ
た。
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（2）計画の性格

　総合振興計画は、本村の将来を見据えめざすべき「むらの将来像」を明ら

かにし、その実現のために必要な施策の大綱を定めるとともに、施策の展開

にあたっての基本方向を示すものです。

　また、村政運営の最も基本となる指針であるとともに、村民や本村に関係

する団体・企業・事業者など、あらゆる人々にとって共通の指針となるもの

です。

　この計画に基づき、村民・行政が連携・協力して総合的かつ計画的な行政

運営ならびにむらづくりに関する諸活動を進めていくこととします。

第１章　計画策定の趣旨
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（3）計画の構成と期間

①基本構想

　基本構想は、将来の村のあるべき姿（むらの将来像）及びめざすべき方向

（むらづくりの目標）を明らかにし、その実現のための基本的施策（施策の

大網）を定めたものです。

　村政運営を総合的・計画的に進めていくための基本となるものであり、ま

た、村民や団体、事業者等のむらづくりに関しての行動指針ともなるもので

す。さらに、国や県などが本村に関わる諸施策を行う際に尊重されるべき指

針となるものです。平成１５年度を基準年次とし、目標年次を平成２４年度とし

ます。

②基本計画　

　基本計画は、基本構想を実現していくために必要な施策を分野別に体系化

し定めたものです。基本計画は、前期計画（平成１５年度～平成１９年度までの

５年間）と、後期計画（平成２０年度～平成２４年度までの５年間）とします。

実施計画 
 
 
 
基本計画 
 
基本構想 

実施計画 
 
 
 
基本計画 
 
基本構想 
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③実施計画

　実施計画は、基本計画に定められた施策の事業計画として具体化するもの

であり、毎年度の予算編成の指針となります。

　計画期間は３年間として毎年度ローリング方式により見直しを行い、別途

定めるものです。

■ローリング方式
当初年度を含む３か年を対
象とした計画を策定し、次
年度においては、当初年度
を除き第４年度を加えた３
か年を対象とした計画の見
直しを行い、順次これを繰
り返す方式。

平成15年度 

基本構想 

基本計画（前期）5年間 

実施計画 

（毎年度見直し） 

基本計画（後期）5年間 

10年間 

平成19年度 平成24年度 

第１章　計画策定の趣旨
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第２章　計画の背景
（1）村の概要

①位置と地勢

　豊丘村は長野県下伊那郡の北部、天竜川の東側に位置し、東は鬼面山

(１,８８９.３m)および大西山等、伊那山脈を境として大鹿村、上村に続き、南は高

関山境に喬木村に接しています。また、西は天竜川を隔てて高森町、松川町

に相対し、北は間沢川をはさんで松川町生田に接しています。総面積は７６.８５

�で、東西１０.５㎞、南北７.５kmの地形は、山林がほぼ８０%を占め、集落の形成

は天竜川沿岸の下段地域、河岸段丘を重ねる中段地域および山間地帯（上段

地域）に大別されます。

　地質は、天竜川の沖積地帯（下段）、伊那層上に火山灰を堆積した洪積台

地（中段）、花崗岩の基盤上を砂質土で覆った山間地帯（上段）から成って

おり、伊那山脈に源を発する壬生沢川、虻川、漆沢川、芦部川、寺沢川、市

の沢川、間沢川の一級河川が、いずれも段丘を横断して渓谷をつくり天竜川

に注ぐなど起伏に富んだ村です。

■豊丘村役場の位置
北緯 ３５度３３分０５秒
東経 １３７度５３分４３秒
標高 ４２５ｍ
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②沿　革　

　本村は、１万年以前の旧石器時代から人が住みつき、土地の利を生かした

独自のくらしを拓いてきたといわれ、村内各地からは、縄文時代の土器や土

偶、古墳時代の須恵器などが多数出土しています。

　奈良時代は伴野庄の中心地域で、平安時代は上西門院の御領地であり、鎌

倉時代になって地頭として知久氏が久堅を中心に次第に勢力を拡張するなか

で同氏の統治下に入り、吉野、室町の両時代を経過しました。

　戦国の世となって知久氏は一時滅び、武田、織田、豊臣等の諸氏の支配を

転々としましたが、徳川氏の政治が安定すると、河野、堀越、田村は再び阿

島知久氏の知行所となり、林は幕府の直轄地（天領）となって上伊那飯島代

官所の支配に属しました。また、伴野、壬生沢、福島は美濃高須藩松平氏の

所領となって山本村の竹佐代官の支配する所となりました。

　明治のはじめ、虻川以北の地域は伊那県に、以南の地域は名古屋藩に属し

ましたが、明治４年全地域筑摩県下に編入となりました。

　明治８年、河野は生田と合併しましたが、同１４年再び別れて、河野村なり

ました。役場は生田と連合して福与にありました(連合戸長役場)。しかし、

明治２２年町村制施行に伴い役場も別々になりました。

　一方、田村、林、壬生沢、伴野、福島の地域は、明治８年に合併して神稲

村をつくり、明治９年には両村とも長野県の所管に入りました。

その後、明治、大正、昭和へ続き、昭和３０年４月、河野、神稲両村が合併し

て現在の豊丘村が誕生しました。

第２章　計画の背景
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③交通条件　

　本村には鉄道の駅はありませんが、天竜川をはさんだ西側にJR飯田線が通

過しています。最寄駅は市田駅などで、村の中心部から約１.５kmの距離にあ

り、徒歩でも約１５分で行くことが出来ます。

　道路については、天竜川沿岸地帯を主要地方道　県道伊那生田飯田線及び

村道竜東一貫道路が南北に通り、それに直交して県道市田停車場線が通って

います。また、河岸段丘地帯を広域農道が南北に通過し、この４路線が村の

広域道路体系の骨格となっています。また、中央自動車道松川インターチェ

ンジ及び飯田インターチェンジまでは車でそれぞれ約１５分と約２５分の距離と

なっており、自動車交通においては高い利便性を有しています。
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豊丘村 

中央自動車道 
松川I.Cより…車で15分 
飯田I.Cより…車で25分 

JR飯田線 
飯田駅より…車で20分 
市田駅より…車で３分 

●豊丘村へのアクセス 

豊丘村 

TOYOOKA

長野県下伊那郡豊丘村 

塩尻北IC

諏訪IC

伊那IC

駒ヶ根IC

豊科IC

佐久IC

いいだ 

天竜川 

金沢 富山 糸魚川 上越 

高崎 

東京 名古屋 

大阪 

松川IC

長野 
札幌 

大阪 

福岡 
松本空港 

松本IC

塩尻北IC

塩尻IC

更埴IC

長野IC

須坂・長野東IC

岡谷IC

飯田IC中津川IC

東名自動車道 

諏訪IC

豊科IC

佐久IC

飯
山
線
 

上信越自動車道 

信越線 小
梅
線
 

伊那IC

駒ヶ根IC中央
線 

飯
田
線
 

中
央
自
動
車
道
 

北
陸
自
動
車
道 

関
越
自
動
車
道 

長
野自

動車
道

大
糸
線 

三
遠
南
信
自
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豊丘村役場 
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泉龍院 

宮ヶ瀬橋 弁天橋 
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田村 
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吉田 出砂原 
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第２章　計画の背景



第１部　序　　論

14

（2）人口と世帯の動き

①人　口　

　本村の人口は減少傾向にはあるものの、昭和45年以降その傾向は緩やかな

ものとなっています。

　人口の自然動態は減少傾向が続いています。一方、人口の社会動態は増加

と減少を行き来している状態が続いますが、平成8年から10年にかけては大

きく増加しました。これは伴野地域をはじめとした住宅の増加によるものと

考えられます。

　人口の推移　

（資料：国勢調査）

　自然動態と社会動態の推移　

（資料：住民基本台帳）

■自然動態
出生、死亡による人口の変
化をみたもので、出生数と
死亡数の差をいう。

■社会動態
転入、転出による人口の変
化をみたもので、転入者数
と転出者数の差をいう。
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人口 
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10,281 10,077

9,382
8,716

8,075
7,600

7,381

7,409

7,444

7,254

7,169

7,2218,822
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7,221
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社会動態 自然動態 
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（人） 



第

１

部

15

②世帯数　

　世帯数は平成２年から急激に増加していますが、一世帯当りの人数は減少

しつづけています。これは核家族化が進行していることを示します。

　世帯数と一世帯当り人数の推移　

 （資料：国勢調査）

③年齢構成　

　年齢構成では、年少人口（０～１４歳）及び生産年齢人口（１５～６４歳）が減

少しつづけています。一方、高齢者人口（６５歳以上）は増加しています。

　このように、本村においても少子高齢化が進行しており、特に、高齢化率

は２７.２％と全国平均１７.５％（平成１２年国勢調査）を大きく上回っています。

　年齢構成の推移　

 （資料：国勢調査）

■高齢化率
総人口に対する高齢者（６５
歳以上）の占める割合。

1,500
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1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

2,000
一世帯当り人数 世帯数 

平成12年 平成７年 平成２年 昭和60年 昭和55年 昭和50年 昭和45年 昭和40年 昭和35年 昭和30年 昭和25年 昭和22年 昭和15年 
0

1

2

3

4

5

6
（人） （戸） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
65歳以上 15～64歳 0～14歳 

1,135

4,811

1,463

1,322

4,682

1,440

1,511

4,413

1,330

1,787

4,177

1,205

1,966

4,089

1,166

平成12年 平成７年 平成２年 昭和60年 昭和55年 

（人） 
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　年少人口比率の推移　

　生産年齢人口比率の推移　

　高齢者人口比率（高齢化率）の推移　

　人口の推移と年齢構成　

（単位：人）

（資料：国勢調査）
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平成12年 平成7年 平成2年 昭和60年 昭和55年 
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27.224.9

20.8

17.815.3

（％） 

平成12年 平成7年 平成2年 昭和60年 昭和55年 

平成12年平成7年平成2年昭和60年昭和55年区分／年次

7,2217,1697,2547,4447,409総 人 口

1,1661,2051,3301,4401,463年 少 人 口
( 0 ～ 1 4 歳 )

4,0894,1774,4134,6824,811生 産 年 齢 人 口
( 1 5 ～ 6 4 歳 )

1,9661,7871,5111,3221,135高 齢 者 人 口
( 6 5 歳 以 上 )
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（3）就業人口・就業構造
　就業人口ともに就業率は減少しています。これは人口の減少と高齢化の進

行によるものと考えられます。

　就業構造については、第１次産業が減少、第２次産業が横ばい、第３次産

業が増加しており、その結果、平成１２年では第３次産業就業者が最多となっ

ています。

　産業別就業人口の推移　

 （単位：人）

 （資料：国勢調査）

　就業率の推移　

 （資料：国勢調査）

0

第3次産業 第2次産業 第1次産業 

平成12年 

平成７年 

平成２年 
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1,250
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1,357
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4,000 4,500
（人）

平成12年平成７年平成２年昭和60年昭和55年

4,1454,2184,3494,4224,514就 業 人 口
(分類不能含む )

1,0511,2301,3771,5761,850第 1 次 産 業

1,5361,6291,6631,5911,428第 2 次 産 業

1,5561,3571,3061,2501,236第 3 次 産 業
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60.0
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（4）時代の潮流

　現在、我が国の社会経済構造は大きな転換期を迎えており、２１世紀におけ

る新しいむらづくりの展開に当たっては、社会経済情勢や村民意識の変化な

ど時代の潮流を的確に捉え、これらに適切に対応していくことが必要となっ

ています。

①少子高齢社会の急速な進展　

　我が国の人口は、出生率・出生数の低下（少子化）などにより急激に伸び

が鈍化しており、このままの傾向が続けば平成１８年にピークを迎え、それ以

降は減少局面に入るといわれています。また、平均寿命の伸長とともに高齢

者人口が増加し、我が国は世界に類をみないスピードで高齢社会を迎えてい

ます。

　少子高齢化の進行は、租税負担層となる生産年齢人口比率の減少を意味し

ており、医療・福祉需要の増大による扶助費の増加と税収の減少という形で

地方財政を圧迫するとともに、地域経済にとっても悪影響を与えることが予

想されています。

　今後は、高齢者が健康で安心して快適に暮らせる長寿社会づくりや安心し

て子供を生み育てられる社会の構築が求められます。

②地球環境問題の深刻化　

　近年の地球温暖化現象や酸性雨等の地球規模の環境問題から河川や地下水

の水質汚濁といった身近な問題に至るまで、環境に対する関心は高くなって

います。また、あわせて、自然環境の保護に対する住民意識の高まりもみら

れます。

　これら環境破壊の要因として、大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社

会活動や生活様式がもたらした環境への負荷の増大が考えられ、生産・流通・

消費・廃棄等の経済社会活動の全段階を通じて、環境への負荷の少ない自然

と共生する循環型の経済社会システムへの転換が求められています。

　このため、地球環境から身近な地域の環境に至るまで、環境との共生に向

けて、企業の諸活動や個人のライフスタイルを含めて幅広く見直しを行い、

社会全体を環境負荷の少ない循環型社会に転換していくことが求められてい

ます｡

■酸性雨
大気中の窒素化合物や、硫
黄化合物等により雨が酸性
になること。これにより樹
木が枯れるなどの被害が起
こる。

■環境負荷
水や大気、動植物などの自
然環境に対して、人工的な
排出物などが与えるマイナ
スの影響。

■循環型
自然の物質循環を損なわな
いよう、生産、消費、廃棄
など社会経済生活活動の全
般を通じて、資源やエネル
ギーの一層の効率化を進め
たり、不用物の発生を抑制
するなど、大気、水、土壌
など環境への負荷を極力軽
減しようとする物質循環に
基礎を置いた仕組み。
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■インターネット
様々なコンピュータネット
ワークが相互に接続される
ことにより形成された世界
的規模のコンピュータネッ
トワーク。

■電子自治体
行政の事務処理や住民サー
ビスなどにおいて情報処理
技術を徹底的に活用する自
治体。

③高度情報化社会の進展　

　高度情報通信技術の急速な進展により情報通信の高速化、大容量化が進み、

情報の時間的・空間的制約が取り払われつつあります。その顕著な例がイン

ターネットの発展であり、いつでも、どこでも、誰でも直接世界中と情報を

受発信することが容易となり、文字、音声、画像など多様な情報を短時間で

大量に処理することが可能となってきています。

　このような社会は人々のコミュニケーションの機会を増大させ、消費生活

の利便性はもとより、教育・学術文化や医療への応用など、生活の様々な分

野に画期的な変革をもたらすものとして期待されています。

　しかし、一方では各種の制約からこのような技術進歩の成果を十分に享受

することのできない人々もおり、情報格差の問題にも配慮した対応が求めら

れます｡

　行政においては、電子自治体の実現や地域の社会経済活動の活性化に資す

る情報基盤の整備に取り組むなど、高度情報化の進展に適切に対応し、住民

サービスの向上を図っていくことが求められています｡

④経済環境の変化　

　右肩上がりで成長を続けてきたわが国の経済は、バブル経済の崩壊後停滞

期に入っており、　金融不安、雇用情勢の悪化等に伴う厳しい経済状況は

様々な分野に影響を及ぼしています。国においても景気回復のための諸施策

に取り組んでいますが、回復基調は緩やかなものであり、経済･社会システム

そのものの見直しを余儀なくされています。

　このような経済情勢の変化に対応するため、従来産業の体質の改善や消費

者ニーズに対応した新規分野開拓の支援を強化し、農林業、商工業、観光等

サービス業などの産業の振興を図らなければなりません。

第２章　計画の背景
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⑤個性の尊重、価値観の多様化　

　生活が豊かになるなか、所得水準の向上や余暇時間の増大などにより、

人々は「ものの豊かさ」から「こころの豊かさ」を求め、個人の生き方を大

切にする傾向が強まってきました。また、価値観も多様化し、むらづくりや

文化・教育等に対する住民ニーズもますます多様化してきています。

　行政においては、このような多様な価値観に応えるため、生涯学習などの

仕組みづくりや身近な生活環境の向上に努めていくとともに、地域社会にお

いても、住民それぞれの異なる価値観を尊重しながら連帯し活動できる新し

いコミュニティづくりが求められます｡

⑥国際化の進展　

　情報通信技術の進歩、市場経済の拡大などにより、経済活動が国境を越え、

さらに、企業が立地する国を選ぶ国際的な大競争時代を迎えています。

　これに伴い、世界の国々は政治・経済はもとより、学術・文化など様々な

分野において交流が深まるだけでなく、地域・住民レベルでの草の根の国際

交流も進み、広範囲なネットワークを形成することが可能となっています｡

　こうした中で、人々の意識も国際化し、社会全体が国際的に共有すべき価

値体系を重視するスタイルに変わりつつあります。

　今後は、国際的に共有できる価値体系のもとで、互いの能力や文化･価値観

を認め合い、理解を深め合う交流の取組と国際化に対応できる人材の育成が

求められます｡

■コミュニティ
共同体、地域社会、生活共
同体。生活の場において、
住民として自主的と責任を
自覚した個人及び家庭を構
成主体として、地域性と各
種の共通目的をもった開放
的、かつ相互に信頼感のあ
る集団のこと。
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⑦地方分権の進展　

　中央集権型の行政システムは、わが国の発展に大きく寄与してきた反面、

画一的な統一性・公平性により地域社会の諸条件が十分反映されにくいシス

テムとなってきました。こうしたことから、地方自治体の自主性・自立性の

尊重、地域住民の自己決定権の拡充をめざし、地方分権が進められています。

　地方分権の推進により、地方自治体は行政運営の自主性・自立性を高め、

自らの判断と責任において、住民の意向を反映し地域の実状に即した行政が

求められることとなります。自治体の行政運営能力が大きな課題となると同

時に、市民や地域とのより一層の協力体制づくりが必要となってきます。

　今後は、地方分権により増大する自治体の役割を十分に果たし、効率的に

行政運営を行うため、広域行政のあり方や市町村規模の妥当性を含めた行政

体制の検討を行い、地方自治新時代にふさわしい行政システムを構築しなけ

ればなりません。

■地方分権
中央政府が自治体に対して
さまざまな分野において権
限を委譲し、対等・協力の
関係のもと、自治体の個性
や特色などを生かし、自己
決定にもとづく自主的な施
策を実施できるようにしよ
うとするもの。

第２章　計画の背景


